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『企業家型大学』の する比較。 歴史的 点からの再検討 

O 姜 娼 

今日のグローバルな 知識経済における 大学の 

モデルとして、 「企業家型大学」の 用語が多用さ 

れ。 そのモデルの 具現化が特許。 共同 

親企業設立などによって 指標化される。 しかし、 

その用語の概俳内容や 諸指標の意味は。 産学 連 
携の実態によって 異なり、 さらに " 産学 

形式や内容は。 当該社会が直面している 

の定義と、 その克服を図るための 諸 

と 統合のあ り方に大きく 依存する。 「 

再考」 というテーマに 対して、 本報告でほ、 大 
学の役割に関する 「企業家型大学」の 概念に焦 

点 をあ て。 その比較。 歴史的視点からの 再検討 
を通して " アプローチしてみたい。 そのため 
まず。 「企業家型大学」の 収 鉄輪ともいうべき 

論的説明を取り 上げ。 次いで。 国のイノベーシ 

ョン。 システムの歴史的展開の 中で大学が果す 

役割に関して。 米国。 日本及び中国について、 

それぞれの経験からどのような 教訓を引き出す 

べきかをめぐる 諸議論を取り 上げる。 

収嬢舌 

大学の役割についての 見方は。 経済社会、 政 

府政策、 大学自体の対応それぞれにおける 変化 
によって異なってくるが。 今日のグローバルな 

知識社会という 歴史的条件下で、 世界中の国々 

で、 夫々異なった 基盤から。 また変容の経路や 
ハ 。 タ 一 ンも 異なっていても、 「企業家型大学」と 

いう共通の フ オーマットに 荷 って 収傲 している 

という理論があ る。 

学 」 に関する理論 

( 東北大工学 ) 

は、 大略四段階を 経て進化してきている。 

アメリカの大学はますま 業 的な特徴をも 

つようになるだろうとする 世紀初頭の ヴヱ 
ブレンの予想、 が 年代の初めに 証拠立てられ 
たと述べ、 アカ ック な科学者の、 科学と利 

潤追求の間の 仕切り線を越える、 研究の産業的 
「企業家型科学」や「企業 

研究と教育に 加えて経済発展が 大学の正統な 
役割として一般に 受容され。 知識の拡張と 知識 

の 資本化とが両立可能な 関係に組み込まれる、 
規範上の変化を 指して、 「第 2 のアカデミック 革 

命」 と呼ぶ。 

産学連携や技術移転が 大学の明示的ミツ ショ 

ン となる現象を 、 経 関するパラダイム 
の 転換一一段階論 か 洩 e 葱 Ⅹ ハ 、 一一 - 一 -6 こ よ 

って理論づける。 イノベーションに 関するリニ 

ア型からスパイラル 型への転換によって。 科 

政策の輻 合 " 産学宮の制度的 仕 
能的 重合が進行し。 大学の役割 

の重点が知識の 生産と普及から 技術移転や新規 
企業の創設に 置か 

闘 ) 2 

本日 フ ヘ 府が 、 産業及び大学の 制度 

においては様々に 異なる段階にあ っても。 イノ 
ベーション環境を 高度化し、 科学基盤型経済発 

展のレジー ム を作り出すための 資源として、 大 
学のポ テンシヤ ル に焦点を当てるが、 「企業家型 

大学」の出現及び 知的財産権 レシームの進展は 、 

爽 Hel ぇ Ⅹイノベーション。 システム 

り 広い移行過程にあ ることの現れで 

あ ると捉える。 
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の 理論展開も、 大略四段階を 経ている。 

世界の知的遺産を 開発し。 普及させる。 いわ 
ば知のセンターとしての 高等教育が、 システム 

としてどのような 基本的特性をもっており、 そ 
れらが国によってどのよ j に異なっているかを 

分析する。 

知識の生産と 普及を連結さ 
せるフンボルト 的な原理に基づいていたが。 今 

日、 大衆化、 専門化、 知識の拡張という、 複雑 
化へ向 ぅ 時代潮流の下で、 かっ、 専門主導と市 
場 主導の分化と 統合の形態が すます変化の 主 

要 動力となる申で、 大学が組 的 オートノミー 

をもつて前進するためにほ、 C. く e ぎほ のいう「企 

業家的リーダーシップ」を 発展させねばならな 
い、 と述べる。 

を 「企業家型大学」 と呼び。 大学をビジネスと 

して捉える理解 や 、 外部の要請によって 規定さ 

る消極的手段とする 描き方ほ、 いずれも単純 

に過ぎるとする。 「企業家型大学 コは 大学を産業 
の 補助役。 商業化、 万能の ショ ピンバ。 モール 

にすることでほなく。 自律性をもった 長期的価 

値を強調するものを 指している。 

  年代半ば     

「企業家型大学」 ほ 大学の商業化と 同義と捉 

えるべきではなく " 国家と市場の 間の第三の道。 

制度的な自己信頼に 対する新たな 選択肢を具現 

化するものであ る " 従って、 「企業家型大学」の 
創出 は 、 到達段階でほなく、 終わり 7) ない過程 

であ る。 

二つの理論をみることによって 、 同じ「企業 

家型大学」 という用語についても。 視点の設定 

によって一一包㎏ も も㌶の場合は、 時代の変化 
、 大学に対する 社会的要請の 側からと。 

の場合には、 時代の変化を 乗り越えてゆ 

こうとする大学自体の 対応の側から 一一概念的 

に 対照的ともみえる 定義がなされる。 また、 そ 

れぞれの概念内容も、 歴史過程の中で 変化して 
きている " 

各 

賜 

アメリカでは、 工 

のいわゆる第二次リザー チ パークブームの 時期 

に「企業家型大学」や「企業家型州政府」 とい 
った用語が使われるが、 ここでは、 経済をポジ 

ディブ。 サム。 ゲームにするために は テクノロ 

ジーを動力化する 戦略が必要であ り。 その 々 ノ 
べ一 ションの過程について、 

鎖 モデルへの転換が 肝要であ 

年代末以降の 産学連携論 

を提供したともいえる N. 
ハイテク開発戦略に 深く関 
の議論を取り 上げる。 

用 」という区分に 関して。 「応用科学」は 目的 志 

内的。 実際的応用であ るが、 同時に、 非常に基 
本的レベルでの 理解を探求する 意味で「基 

であ ること。 ③産学間の分業について。 

ののが実は 2/3 を占めることから。 大学の研究 
が産業のイノベーションに 直接的に貢献できる 

と 考えるのはリアリステイックで は ない、 等を 

餅は、 l     ポジティブ 。 サム」 の 

。 産学連携が依拠すべき 技術移 

混乱していたと 捉えている。 

蒜 j 年代後半以降     

ハイテク分野におけるアメリカの 商業的成功 

が。 プロトタイプの 開発。 パテント活動、 新企 

業の創出によって 指標化される。 大 
的活動に極度に 負っていると 喧伝さ 

は。 アメリカが他国に 対するモデル 
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となるかに疑問を 呈し、 そのような指標で「企 

業家精神」を 定義するの ほ 。 産学連携の全領域 

を捉える見方として、 あ まりに狭い定義であ り、 

最も重要なの ほ 、 大学が経済的必要と 機会の変 

化に対して高度に 敏感であ ったことにあ り、 そ 

れはアメリカの 大学制度の成り 立ちに依って い 

るとする。 ㏄も、 アメリカ的産学連携は。 
デザインに 論証ではなく。 アメリカ的特徴 

をもつ大学制度の 様々な順応の 合成結果だとす 

る 。 そして、 れ 世紀の初頭に いては、 産学官 
のパ一 トナーシップの 展開 は 字 カーブの成熟 

段階に至っており、 ジ エンジニアリンバの 時期 

に入っているとする。 

産学連携の促進が 要請された時期 は 戦後の日 
本に三度一 

年代未から 
に含む論文や 著作が 

以降であ る " そ 

術基本法」 の制定、 
年代末の日本経済の 変調によって。 産学連携 

より一層推進するための 各種法制度上の 条件 

整備と産学連携を 動力とする政策メニュ 一の施 
行が背景としていた。 ここで は 、 日本のイ ソ ベ 

ン。 システムの歴史的展開の 中に産学連 

を位置づける 三人の論者一一『日本のイ 
ノベーション。 システムコ とぽ 日本の企業進化 コ 

の 著者であ る小田切宏之と 後藤晃 J ハイテク 
術のパラダイム』 やガ鰯 8 

0% 打 睦の著者であ る児玉文雄一一の 議論 
を取り上げる。 

年代初め : 

第一期科学技術基本計画の 実施過程にあ り。 

産学連携を進めるための 種みの制度改革や 促進 
策が行われた 時期。 小出切宏之は。 産学連携の 

程度を測定するアメリカ 的指標一一産学共同研 
究プロジェクト 数や予算。 産業から大学への 受 

け入れ資金、 特許出願 数 。 ライセンシング。 新 

規 ベンチャ一企業数など 一一を国際比較や 時期 

比較に使 う のは単純化された 思考であ るだけで 

なく、 そ ff) モデルを直ちにあ てはめて日本の 産 

学連携を論ずることが 技術革新に真に 貢献する 
かに は 冷静な評価が 欠かせないと 述べる。 後藤 

晃は 。 大学の質及び 産学関係が今後の 日本のイ 
/ ベーション。 システム を 握ることほ確か 

だが、 民間における 研究 抑制の中で政府か 

らの研究費の 増大を進め 策は 、 皮肉にも、 

究 者が外部資金を 求めたり。 産学連携 
インセンティブを 弱めることに 導いた 

面があ り。 それは産学関係についての 一面的な 

理解によっていたからではないかとする。 児玉 
文雄 は 、 産業の更新のために 大学基盤型ハイテ 

ク 戦略から即座の 果を期待すると 失望に終る 
のではないか。 そ は 。 アメリカ的指標による 

測定では、 産学協働の経済的インパクトの 測定 
にはならないからだと 指摘する。 

Ⅱ ) 5 年以降     

第一期及び第二期の 科学技術基本計画の 実施 

的指標の上では 量的にを 

晃は、 質的に見た場合。 
い う 環境変化に日本の イ / ベ 

ム が十分に適応しきれている 

とはいえず、 従って、 個別的技術シーズを 大学 

以上の " より広い視点が 必要だ 

雄は。 産学連携による 大学から 
理論的検討が 欠如 

的思考 法は 。 慶 

一部のみをカバ 

ラダイムに立っており。 むしろ " 企業側の技術 

眼力と大学側の 研究開発テーマの 成熟度を考 
慮に入れる、 より広い 非 リニア 的 性格のものと 

して技術移転を 捉える必要を 述べる。 

年代の前半期に C. 
な 技術パラダイム 潜在力に対する 構造調整 や 

適応という問題は 本主義国、 社会主義国のい 

も経験しなければならない 問題で、 
0 分権 や移譲の必要。 投資と雇用の 

ついての中央における 調整と新たな 製品やシス 

テムのデザインと 開発への現場による 最大限の 

関与と参知の 間に。 どのように連結を 図るかの 

探索が社会的イノベーションに 対する基本的挑 

戦となり。 そこには一種の 文化革命も含まれる 
ことになる」 と歴史的展望を 述べた。 中国の場 
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合は。 そうした時代の 挑戦に対する 対応におい 
て、 いかにスムーズな 体制移行を図ってゆくか 

従う人材供給基地から " 教育と研究の 中心への 

転換を図ること なった。 しかし、 教育費の不 

足や配分上の 問 、 研究成果を活用する 企業の 

欠如。 私有権 の不承認から、 大学が自らの 企業 
を設立し、 技術に関するサービス 提供の活動を 

始めたが、 「非正業」として 非難の対象ともなっ 
た   

「 校弁 科技産業」という 概念が誕 

が興隆して「大学の 南場化」が 
喧伝された。 しかし、 産学連携促進のかけ 声に 

も拘らず、 大学の研究成果の 商品化率は低く、 
また、 国の投資の水準も 砥かったことから。 清 

華 大学の副総長ほ。 大企業はプラント 導入に熱 

心で。 大学とのつががり は 主として卒業生の 供 

給であ り、 中小企業 は 即席的な経済効果を 求め。 
シーズを育てるリスクを 負わない。 と環状を分 

析 している。 さらに、 年代後半には、 市場経 
済の進展に伴 う外 企業の立地によって 、 マ一 

ケットの競争が 一 激しくなり、 校葬企業の発 

展も北京。 清華両大学と 他大学の間、 また地域 
間で不均衡が 顕著となってくる。 

弁 企業に対する 見直しの 

議論が起り 。 政府は大学と 付属企業の 

め。 全国数十大学をターゲットに 研究 

化を目指して 集中的に投資を 行うようになる。 
そして、 中国の産学連携においてほ、 自前の研 

究開発能力や 大学の特許やシーズに 対する二次 

開発の能力を 有する企業の 育成が重要であ ると 
の認識に基づき、 研究型大学にサイエンス。 パ 

ークやインキュベーターを 設置する政策が 遷 

られることになる。 そうした政策の 展開は 、 
年代末以降。 中国のイノベーション。 システム 

の実態に関するかなり 突っ込んだ分析が 政府の 

政策文書や ぽ 中国科技産業』の 誌上で公表され 

るようになったことと 併行している。 そして胡 

国以来第四回目の 
中長期科学と 
」の実施を発 

表し、 ここで、 「イノベーション 型国家」の 

を掲げ、 イノベーションの 主体を「企業」 と定 

め。 その自主的開発能力の 上昇のために。 産学 
連携のシステムを 活用するとしている。 

め 

年の政策文書で。 産学連携 
するためのべンチマークの 

作成に取り組んでいる。 そのため産学連携を 評 
価すべき三つの 次元一一相互作用のチャンネル 

の性格と相対的重要性 ( 例えば、 労働移動やス 

ピンオフ ) 、 インセンティブ 構造 ば 、 知的 

財産権 、 研究評価制度 ) 、 制度的 ( 例 えをま。 
大学基盤への 投資 ) 一一を設定している。 そし 
て、 その作業の結果について。 

に は 指標を必要とするが、 現段 

標旗極めて貧弱であ り、 なおかつ、 既存の統計 

についても、 類似の概念がそれぞれの 国の制度 

的背景によって 異なったものを 意味するから、 
重大な注意が 必要だと留保をつけている。 

しかし。 本論のこれまでの 検討を通じてみる 

と、 そうした 留 
いるように思わ 

析 的な用具としての 有用性をもっているが " 同 

時に。 しばしば、 ベストプラクティスを 暗示す 

るものとして 規範的なモデルとしての 性格を付 

与されがちであ る。 他方、 評価の対象となる 産 

学連携は有機的、 かつ進化的な 性格をもってい 
る。 従って。 その両者間のギャップを 充分に認 

識することが 重要であ るよ う に思われる。 
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